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研究成果の概要（和文）：英語教育研究に内在する問題点である、処遇の効果検証における成果変数の無秩序な
氾濫と、それによって教育政策に資する政策的エビデンスを社会に提供することが困難であるという現状を打破
することを研究の主眼に、(a)複数の等価されたフォームを備え、(b)中学生から大学生までを測定対象とし、
(c)産出能力 の側面を反映する、英語教育研究における成果変数規格としての「共通文法テスト」の開発を行な
った。全176項目からなる項目プールから3フォームのテストを作成し、17の 中学・高校・大学の3500人以上を
対象に調査を実施し、妥当性を検証する条件が整った。

研究成果の概要（英文）：The primary focus of this research was to address the prevailing challenge 
within English education research, namely the disorderly proliferation of outcome variables in 
treatment effect evaluations, which hampers the provision of policy-relevant evidence to society. To
 overcome this, we developed a standardized outcome variable for English education research, the "
Common Grammar Test," with the following key features: (a) multiple equivalent forms, (b) 
measurement targeting from middle school students to university students, and (c) reflection of 
aspects of productive capacity. We created three forms of the test from a pool of 176 items, 
conducted surveys with over 3,500 individuals from 17 middle schools, high schools, and 
universities, and ensured conditions for examining its reliability and validity were met.

研究分野： 英語教育学、教育方法学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の独自性の１つは，広く社会に還元すべく研究・調査用として正当な手続きによって構成されたテストを
開発したことである。英語教育研究では，正当な心理測定的手続きによって構成されたテストおよび尺度は多く
ないが、規格化された成果変数を使用することによって、新規に同種の成果変数を開発する余剰コストを大きく
削減できる。さらに規格化された成果変数があれば，教育実践者は教育実践のデータを提供することによって研
究への貢献が十分可能になる。これは，オープンサイエンスともいわれる現代科学の潮流とも合致し，新しい研
究領域の創出につながる可能性をもつ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

2010 年代以前，国内の英語教育研究は，政策的エビデンスという観点よりは，むしろ実験室
で行われる基礎研究や，教員の内省を重視した実践研究という区分により進められていた。しか
し，やがて医療，経済，政策研究に準じて，研究計画によって効果検証の結果を序列化するエビ
デンス階層という概念が導入された。教育研究では，このエビデンス階層において高く序列づけ
られるランダム化比較実験の実施が困難であるが，比較的小標本の報告例は豊富である。そのた
め，複数の研究による結果を統合するメタ分析も有力視されている。 
しかし，処遇 A の構成概念 B に対する効果についてメタ分析を行うとしても，この構成概念

B を測定する成果変数が並列すると（b1，b2，b3...），これらの効果を統合することは技術的に
困難である。同時に，処遇 A の構成概念 B に対する効果と，処遇 A の構成概念 C に対する効果
は統合不可能であるが，構成概念 B の測定具とされる成果変数 d が，同時に構成概念 C の測定
具とされる場合もある。この成果変数の氾濫ともいえる現状についての概念図を以下の図に示
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このような状況では，ある処遇の効果を議論する際に，もっぱら任意の成果変数といった限定的
な条件下での効果が喧伝されるばかりで，議論は立ち行かなくなる。それによって，英語教育政
策に資するエビデンスの創出ができないだけでなく，英語教育研究全体の体系性も損なうこと
になる。たとえば，「演繹的文法指導は文法性判断テストに効果があった」，「文訂正課題では効
果が見られないため，誤りだ」といった議論は，政策的エビデンスを社会に提供できないばかり
か，英語教育研究の体系性すら疑わせることになる。 
申請者らはこの状況に強い問題意識をもち，「成果変数の規格化が，英語教育研究の体系化と

政策エビデンスの創出を促すのではないか」という問いを設定した。この問いは，すなわち，あ
る構成概念の測定具を，その構成概念のみに一意的に対応する共通規格として開発し，それを関
連学術分野全体と共有することで，処遇の効果検証を体系的に行うことが可能になるかどうか
である。このコンセプトを以下の図で表す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，成果変数の規格化における第一事例として，中・高・大の全ての校種を跨ぐ

学習者を対象とした（「英語教育研究用成果変数規格：共通文法能力テスト」）を開発することで
あった。 



その独自性は，現在の英語教育研究に内在する構造的問題の解決への糸口を探る点である。英
語教育の研究者は，これまで比較的自由に，そして方法論の理解を伴わずに数多くの構成概念を
提案してきた。構成概念やその測定具が増えるほど，より多くのテスト間の換算得点の策定が必
要になるなど，テスト間の関係性も複雑になる。やがて研究は立ち行かなくなる可能性もある。
この構造的問題に着目した研究は，これまでのところなされておらず，依然として構成概念やそ
の測定具は増加している。 
この構造的問題を回避するための取り組みとして，心理学分野は，心理尺度集を刊行し，ある

程度のスタンダードを定めようとしている。しかし，英語教育研究では，正当な心理測定的手続
きによって構成されたテストおよび尺度は多くなく，この方策を援用することはやや困難であ
る。現在では，民間企業などが開発・運営している標準化テストを使用する場合も多いが，これ
は研究・調査用に開発されたものではない。本研究は，項目反応理論（IRT）による尺度構成お
よび徹底した妥当性の検証に取り組むことを念頭に，高い測定品質をもつテストの開発を目指
した。すなわち，広く社会に還元すべく研究・調査用として正当な手続きによって構成されたテ
ストを開発することが本研究の目的であった。 
本研究がもたらす効用の１つ目は，既に規格化された成果変数を使用することによって，新規

に同種の成果変数を開発する余剰コストを大きく削減できることである（スケール・メリット）。
英語教育研究では，「見たいものを測るテストは，自分で作る」といった，一種の自前主義とで
もいうべき慣習がある。しかし，これは教育評価やテスティングの専門的訓練を受けていない多
くの研究者や教育実践者にとって多大なコストとなる。このことによって，研究者や教育者が理
論面および応用面へ注力できるようになり，英語教育研究の生産性が全体的に向上することが
見込まれる。2 つ目は，教育実践者が研究に対して参画する機会が増加する点である。規格化さ
れた成果変数があれば，教育実践者は教育実践のデータを提供することによって研究への貢献
が十分可能になる。これは，オープンサイエンスともいわれる現代科学の潮流とも合致し，新し
い研究領域の創出につながる可能性をもつ。これは本研究の最も顕著な創造性といえる。 
 
３．研究の方法 
成果変数の規格化とその社会に対する無償公開に向け、尺度構成研究の一環として、学習指導

要領やカリキュラムと最も密接な繋がりをもつ文法テストに着目し、(a)複数の等価されたフォ
ームを備え、(b)中学生から大学生までを測定対象とし、(c)産出能力の側面を反映する、英語教
育研究における成果変数規格としての「共通文法テスト」の開発作業を進めた。具体的には、根
岸・村越(2014)で提案された PK-Test を参考にテストフォーマットを作成し，11 の文法項目に
ついて全 176 項目のプールから 3フォームのテストを作成した。 
作成したテストの妥当性検証として、17 の 中学・高校・大学の 3500 人以上を対象に調査を

実施した(中学校 5校、高等学校 7校、大学 5校)。分析においては次の 5つを計画した。(a)専
門家による測定領域の確認，教材・シラバスとの一致性を確認するなど、内容的側面を検討する。
(b)項目反応理論による一次元性の確認，他テストとの相関構造 を確認するなどして、構造的側
面を検討する。(c)当該テストを文法のテストと受験者や教師が認識するかをアンケ ート調査
するなどによって，実質的側面を検討する。(d)テスト情報量を確認するなど，一般化可能性の
側面を検討する。(e)学年や校種を弁別するかを確認するなど，外的側面を検討する。(f)当テス
トが受験者の心理面に悪影響を及ぼさないかを確認し，帰結的側面を検討する。 
 
４．研究成果 
まず、現状の課題や当該課題における理論的枠組・展望をまとめ、『英語教育のエビデンス: こ

れからの英語教育研究のために』(研究社)として上梓した。 
調査対象側の要望とオンライン環境を考慮し今回は紙ベースでの実施となったことから、回

収したデータについての採点・入力作業が進行中であり、分析が完了したわけではない。ただし、
中学校から大学までをカバー することで十分なレンジのデータを得ることができたと考えられ、
(a)複数の等価されたフォームを備え、(b)中学生から大学生までを測定対象とし、(c)産出能力 
の側面を反映する、英語教育研究における成果変数規格としての「共通文法テスト」の開発とい
う所期の目標は概ね達成され、データを公開し当該課題のメンバー以外の協力を得て妥当性を
検証する条件は整ったと言える。本研究は、このテストを使用した事例研究を行うことによって，
成果変数の規格化が，英語教育研究全体の体系化と政策的エビデンスの創出に有効であること
を示そうとするものであったが，それは今後の課題として残された。 
また本研究では，文法運用能力テストのみの規格化を試みた。しかし，その他にも４技能や，

「やりとりすること」といったコミュニケーションに関わる概念や心理的構成概念（e.g., 動機
づけ，学習意欲）は対象外である。また，新学習要領に見られる資質・能力の要素のそれぞれに
対応する成果変数の規格化も急務だと考えられる。Can-Do リストといった他種のベンチマーク
との関連も調査するべきであるが，本研究の対象外である。なお，本研究は規格化された成果変
数を唯一絶対の成果変数だとは認識しない。必要不可欠な公共のプラットフォームだとしてい
るのみであり，構成概念の探究自体を妨げるものではない。 
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